
○

　併せて、令和元年度に予算化していた令和元年東日本台風関連の災害復旧に要する経費

のうち、国の交付決定が令和２年度に先送りされたものについて再予算化

※四捨五入のため積上げと計が一致しない箇所がある

（参考）

　平成２２年度以降の震災対応予算の累計は、６兆４，８４９億円（総会計）

うち 震災対応分 266,839 212,190 212,190 79.5

計（総会計） 1,595,698 1,589,411 79,763 1,669,175 104.6

うち 震災対応分 391 398 398 101.9

公 営 企 業 会 計 47,761 46,983 46,983 98.4

うち 震災対応分 790 627 627 79.4

準公営 企業会計 4,047 3,919 3,919 96.9

うち 震災対応分 2,438 2,219 2,219 91.0

特 別 会 計 433,620 404,945 404,945 93.4

109.3

うち 震災対応分 263,220 208,945 208,945 79.4

今回補正額 補正後予算額 B

一 般 会 計 1,110,271 1,133,565 79,763 1,213,328

令和２年度５月補正予算（第１号）案の概要

Ⅰ　予算編成の考え方

○ 今回の補正予算は、国の「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」に掲げる施策の補

正予算に対応する経費を予算化

　具体的には、感染拡大防止策や医療提供体制の整備、雇用の維持と事業の継続への支援

のほか、サプライチェーン改革等による国内供給力の強化、テレワーク導入や遠隔教育の

推進などに必要な経費を予算化

※平成２２年度から令和元年度は最終予算額、令和２年度は５月補正（第１号）後現計の累計

○

Ⅱ　予算規模

（単位：百万円，％）

区　　分
令和元年度
当初予算額

 A

令和２年度予算額 対前年度比較
(B/A)×100現計予算額

宮 城 県

令 和 ２ 年 ５ 月
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Ⅲ 主な事業 
（単位：千円,［  ］は債務負担行為） 

１ 新型コロナウイルス感染症対策 

１ 感染拡大防止策と医療提供体制の整備 

（新規）・新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金 ５,８００,０００ 富県宮城推進室 

休業要請等に応じた中小の事業者に対し市町村が支給した協力金への助成 

・コールセンター運営費 ５００,０００ 疾病・感染症対策室

新型コロナウイルス感染症に関する健康電話相談窓口（コールセンター）の設置・運営

（新規）・検査体制構築費 １,１７７,０１７ 疾病・感染症対策室 

ドライブスルー形式、緊急用診療場所の設置などＰＣＲ検査体制の構築等 

（新規）・医療機関資機材確保費 １,９７５,７０６ 疾病・感染症対策室 

感染症指定医療機関等における検査・診療支援のための防護具の配布等 

（新規）・患者搬送調整費 ５３,１４９ 医療政策課 

患者受入れ医療機関等の調整を行う宮城県調整本部の体制整備等 

（新規）・患者入院体制確保費 ６００,２５２ 疾病・感染症対策室 

患者移送体制の確立、入院医療機関の設備整備への助成等 

・医療提供体制整備費 ８９１,８３２ 医療政策課

感染症指定病床以外での患者受入れのための病床確保等

（新規）・療養場所確保費 １,００６,５７２ 疾病・感染症対策室 

民間宿泊施設の借上げ、医療従事者の確保など軽症患者等の療養体制の整備 

（新規）・家庭学習支援費 ２０,０００ 義務教育課 

小学校の臨時休業等への対応としてテレビ放送等を活用した家庭学習支援 

（拡充）・特別支援学校スクールバス運行費 ７３,６００ （既決：1,114,555）特別支援教育課 

感染リスクの低減を図るための増便 
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２ 雇用の維持と事業の継続 

（新規）・雇用維持対策費 １０５,０００ 雇用対策課 

雇用維持のため休業、教育訓練等を実施した中小企業の事業主への助成 

（拡充）・中小企業経営安定資金等貸付金 ４６,０００,０００［５８４,０００］ 

（既決：58,770,000）商工金融課 

中小企業の資金需要に対応した安定的な資金調達を支援 

（拡充）・被災中小企業者対策資金利子補給 ３１２,０００［４,０８９,０００］ 

（既決：21,600）商工金融課 

中小企業経営安定資金等貸付に伴う利子補給 

（新規）・商店街等集客回復・感染防止対策支援費 ３４９,０００ 商工金融課、中小企業支援室 

商店街・中小企業等の集客回復・感染防止対策への助成 

（新規）・県産牛肉学校給食提供支援費 ６０５,０００ 畜産課 

県内畜産・食肉関係団体による県産牛肉の学校給食提供への支援 

（新規）・県産水産物学校給食提供支援費 ２７６,０００ 水産業振興課 

県内水産関係団体による県産水産物の学校給食提供への支援 

（拡充）・生活福祉資金貸付費 ６５８,０００ （既決：29,728）社会福祉課 

生活福祉資金貸付制度における緊急小口資金等の特例貸付の実施に伴う貸付原資の助成 

（新規）・生活応援緊急資金預託金 ３００,０００ 雇用対策課 

緊急に生活資金を必要とする勤労者の資金需要に対応した支援 

３ 次の段階としての官民を挙げた経済活動の回復 

（新規）・宿泊事業者クラウドファンディング活用促進費 １９,０００ 観光課 

クラウドファンディングによる資金調達への助成

４ 強靱な経済構造の構築 

（新規）・サプライチェーン構築支援費 １００,０００ 産業立地推進課 

海外の生産拠点を県内へ移転、整備等する企業への助成 
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（新規）・国産農産物供給力強靱化対策費 ３９０,０００ みやぎ米推進課 

国産野菜の継続的・安定的な供給を図るための農産物処理加工施設等整備への助成 

（新規）・就労移行支援事業所等テレワーク導入支援費 ５,０００ 障害福祉課 

就労移行支援事業所、就労継続支援事業所におけるテレワーク導入への助成 

（新規）・中小ＩＴ企業テレワーク導入支援費 ８,３００ 新産業振興課 

中小ＩＴ企業におけるテレワーク導入への助成 

（新規）・遠隔教育支援体制整備費 １２１,８２４ 教育企画室、高校教育課、特別支援教育課 

 県立学校におけるＩＣＴ機器の整備やＩＣＴ支援員による技術支援等 

２ 令和元年東日本台風関連 

・農地等災害復旧費 １７,０８９,１５４ 農山漁村なりわい課、農村整備課

農地及び農業用施設の復旧等
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１　５月補正予算（第１号）と前年度比較 （単位:千円,％）

令 和 元 年 度 増 減 比 較

当 初 予 算 額 現 計 予 算 額 ５月補正額(第１号)

Ａ Ｂ Ｃ （Ｄ－Ａ） （Ｄ／Ａ）

 一  般  会  計 イ 1,110,270,640 1,133,564,806 79,763,023 103,057,189 109.3 

　う ち　震災対応分 263,220,083 208,945,253 △ 54,274,830 79.4 

　う ち　通　 常　 分 847,050,557 924,619,553 79,763,023 157,332,019 118.6 

 特  別  会  計 ロ 433,619,509 404,944,774 △ 28,674,735 93.4 

　う ち　震災対応分 2,438,215 2,219,239 △ 218,976 91.0

　う ち　通　 常　 分 431,181,294 402,725,535 △ 28,455,759 93.4 

 合  計（イ＋ロ） ハ 1,543,890,149 1,538,509,580 79,763,023 74,382,454 104.8 

　う ち　震災対応分 265,658,298 211,164,492 △ 54,493,806 79.5 

　う ち　通　 常　 分 1,278,231,851 1,327,345,088 79,763,023 128,876,260 110.1 

 純 計 ニ 1,419,789,359 1,418,161,191 79,763,023 78,134,855 105.5 

　う ち　震災対応分 265,102,374 210,764,214 △ 54,338,160 79.5 

　う ち　通　 常　 分 1,154,686,985 1,207,396,977 79,763,023 132,473,015 111.5 

 準 公 営 企 業 会 計 ホ 4,046,645 3,919,203 △ 127,442 96.9 

　う ち　震災対応分 790,440 627,339 △ 163,101 79.4 

　う ち　通　 常　 分 3,256,205 3,291,864 35,659 101.1 

 公 営 企 業 会 計   へ 47,761,060 46,982,532 △ 778,528 98.4 

　う ち　震災対応分 390,621 397,872 7,251 101.9 

　う ち　通　 常　 分 47,370,439 46,584,660 △ 785,779 98.3 

 総    計（ハ+ホ+ヘ）ト 1,595,697,854 1,589,411,315 79,763,023 73,476,484 104.6 

　う ち　震災対応分 266,839,359 212,189,703 △ 54,649,656 79.5 

　う ち　通　 常　 分 1,328,858,495 1,377,221,612 79,763,023 128,126,140 109.6 

 純    計（ニ+ホ+ヘ）チ 1,471,597,064 1,469,062,926 79,763,023 77,228,885 105.2 

　う ち　震災対応分 266,283,435 211,789,425 △ 54,494,010 79.5 

　う ち　通　 常　 分 1,205,313,629 1,257,273,501 79,763,023 131,722,895 110.9 

２　５月補正予算（第１号）の財源内訳（総会計） （単位:千円）

令 和 ２ 年 度 ５ 月 補 正 額 計

現 計 予 算 額 （ 第 １ 号 ）

Ａ Ｂ （Ａ＋Ｂ）

711,166,400

1,669,174,338

1,548,825,949

227,123,996

139,024,100

549,429

211,275,549

8,081,793

274,795,226

1,527,323

69,958,672

25,671,850

1,469,062,926

28,751,211

7,216

46,878,311

538,300

317,600

3,270,385

79,763,023

79,763,023

（ 企 業 会 計 ）

一 般 財 源

計

純 計

246,044,015

1,527,323

69,951,456

25,671,850

1,589,411,315

707,896,015

8,081,793

210,957,949

549,429

138,485,800

180,245,685諸 収 入

県 債

繰 越 金

繰 入 金

内 部留 保 資 金等

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

分担金及び負担金

使用料及び手数料

寄 附 金

210,764,214

1,497,924,214

627,339

3,919,203

397,872

46,982,532

令和２年度　会計別財政規模とその財源

令 和　　２　　年 度

会 計 区 分

1,407,108,111

計

（Ｂ＋Ｃ） Ｄ

1,213,327,829

402,725,535

一
般
会
計
＋
特
別
会
計

2,219,239

404,944,774

1,004,382,576

208,945,253

211,164,492

1,618,272,603

区 分

1,287,160,000

3,291,864

46,584,660

1,337,036,524

1,456,984,635

備 考

212,189,703

1,669,174,338

211,789,425

1,548,825,949

　（ ５ 月 補 正 （第１号）分 ）

3,270,385

　（ 現 計 予 算 分 ）

293,200,000

102,845,000

39,556,000

1,261,000

212,600,000

395,000

45,185

3,095,924

622,919

566,618

10,000

12,087,976

1

4,710,392

36,900,000

707,896,015

国 庫 支 出 金

交通安全対策特別交付金

〔 一 般 財 源 内 訳 〕

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

地 方 特 例 交 付 金

諸 収 入

県 債

繰 入 金

繰 越 金

財 産 収 入

寄 附 金

計

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 譲 与 税

地 方 消 費 税 清 算 金

地 方 交 付 税

県 税
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（単位:千円,％）

当初予算額 構成比 現計予算額 ５月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ

県 税 291,000,000 26.2 293,200,000 293,200,000 24.2 100.8

地 方 消 費 税

清 算 金 88,033,000 7.9 102,845,000 102,845,000 8.5 116.8

地 方 譲 与 税 39,206,000 3.5 39,556,000 39,556,000 3.3 100.9

地方特例交付金 2,564,000 0.2 1,261,000 1,261,000 0.1 49.2

地 方 交 付 税 207,400,000 18.7 212,600,000 212,600,000 17.5 102.5

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金 435,000 0.0 395,000 395,000 0.0 90.8

分 担 金 及 び

負 担 金 5,301,297 0.5 7,196,405 7,216 7,203,621 0.6 135.9

使 用 料 及 び

手 数 料 13,742,472 1.2 13,861,643 13,861,643 1.1 100.9

国 庫 支 出 金 201,491,565 18.2 192,830,986 28,751,211 221,582,197 18.3 110.0

財 産 収 入 1,576,810 0.1 1,482,685 1,482,685 0.1 94.0

寄 附 金 17,500 0.0 10,000 10,000 0.0 57.1

繰 入 金 66,583,942 6.0 65,408,481 3,587,985 68,996,466 5.7 103.6

繰 越 金 1 0.0 1 1 0.0 100.0

諸 収 入 105,553,753 9.5 102,048,905 46,878,311 148,927,216 12.3 141.1

県 債 87,365,300 7.9 100,868,700 538,300 101,407,000 8.4 116.1

歳 入 合 計 1,110,270,640 100.0 1,133,564,806 79,763,023 1,213,327,829 100.0 109.3

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項  目

令和元年度 令  和　　２　　年  度

令 和 ２ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ） 
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（単位:千円,％）

当初予算額 構成比 現計予算額 ５月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ

213,891,356 19.3 218,276,225 5,281 218,281,506 18.0 102.1

38,583,126 3.5 39,872,702 4,747,349 44,620,051 3.7 115.6

6,430,736 0.6 9,025,009 9,025,009 0.7 140.3

43,813,134 3.9 45,243,284 180,850 45,424,134 3.7 103.7

88,831,207 8.0 85,876,978 46,360,000 132,236,978 10.9 148.9

9,531,160 0.9 11,254,673 11,254,673 0.9 118.1

2,397,844 0.2 1,726,471 1,726,471 0.1 72.0

284,603,412 25.6 306,772,894 10,750,813 317,523,707 26.2 111.6

688,081,975 62.0 718,048,236 62,044,293 780,092,529 64.3 113.4

210,895,256 19.0 223,446,509 632,683 224,079,192 18.5 106.3

135,285,975 12.2 145,959,100 632,683 146,591,783 12.1 108.4

 公  共 119,034,774 10.7 132,982,699 3,107 132,985,806 11.0 111.7

 そ の 他 16,251,201 1.5 12,976,401 629,576 13,605,977 1.1 83.7

        単 独 事 業 44,997,603 4.1 44,493,767 44,493,767 3.7 98.9

 公  共 11,336,940 1.0 11,493,835 11,493,835 0.9 101.4

 そ の 他 33,660,663 3.0 32,999,932 32,999,932 2.7 98.0

6,974,046 0.6 7,116,667 7,116,667 0.6 102.0

23,637,632 2.1 25,876,975 25,876,975 2.1 109.5

84,763,604 7.6 68,997,853 17,086,047 86,083,900 7.1 101.6

80,235,379 7.2 62,010,016 17,086,047 79,096,063 6.5 98.6

3,069,730 0.3 4,985,851 4,985,851 0.4 162.4

230,375 0.0 130,000 130,000 0.0 56.4

1,228,120 0.1 1,871,986 1,871,986 0.2 152.4

295,658,860 26.6 292,444,362 17,718,730 310,163,092 25.6 104.9

111,946,186 10.1 109,211,552 109,211,552 9.0 97.6

13,883,619 1.3 13,260,656 13,260,656 1.1 95.5

700,000 0.1 600,000 600,000 0.0 85.7

1,110,270,640 100.0 1,133,564,806 79,763,023 1,213,327,829 100.0 109.3

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

令和元年度 令  和　　２　　年  度

令 和 ２ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ） 

項  目

 1  人  件  費

 2  物  件  費

 3  維 持 補 修 費

 4  扶  助  費

単 独 事 業

 5  貸  付  金

 6  積  立  金

 7  出  資  金

 8  補  助  費  等

補 助 事 業

 小 計 （1～8）

 9  普通建設事業費

単 独 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

補 助 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

10  災害復旧事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

11  失業対策事業費

 小 計（9～11）

12  公  債  費

13  繰  出  金

歳  出  合  計

14  予  備  費
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（単位:千円,％）

当初予算額 構成比 現計予算額 ５月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ

県 税 291,000,000 20.5 293,200,000 293,200,000 19.6 100.8

地 方 消 費 税

清 算 金 88,033,000 6.2 102,845,000 102,845,000 6.9 116.8

地 方 譲 与 税 39,206,000 2.8 39,556,000 39,556,000 2.6 100.9

地方特例交付金 2,564,000 0.2 1,261,000 1,261,000 0.1 49.2

地 方 交 付 税 207,400,000 14.6 212,600,000 212,600,000 14.2 102.5

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金 435,000 0.0 395,000 395,000 0.0 90.8

分 担 金 及 び

負 担 金 64,481,627 4.5 63,431,300 7,216 63,438,516 4.2 98.4

使 用 料 及 び

手 数 料 13,753,046 1.0 13,873,054 13,873,054 0.9 100.9

国 庫 支 出 金 258,017,223 18.2 245,252,889 28,751,211 274,004,100 18.3 106.2

財 産 収 入 1,694,523 0.1 1,602,315 1,602,315 0.1 94.6

寄 附 金 17,500 0.0 10,000 10,000 0.0 57.1

繰 入 金 88,431,662 6.2 96,912,653 3,587,985 100,500,638 6.7 113.6

繰 越 金 501,756 0.0 549,430 549,430 0.0 109.5

諸 収 入 173,070,222 12.2 174,447,850 46,878,311 221,326,161 14.8 127.9

県 債 191,183,800 13.5 172,224,700 538,300 172,763,000 11.5 90.4

歳 入 合 計 1,419,789,359 100.0 1,418,161,191 79,763,023 1,497,924,214 100.0 105.5

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項  目

令和元年度 令  和　　２　　年  度

令 和 ２ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ＋ 特 別 会 計 ･ 純 計 ） 
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（単位:千円,％）

当初予算額 構成比 現計予算額 ５月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ

213,893,560 15.1 218,280,286 5,281 218,285,567 14.6 102.1

38,972,974 2.7 40,211,958 4,747,349 44,959,307 3.0 115.4

6,430,736 0.5 9,025,009 9,025,009 0.6 140.3

43,813,134 3.1 45,243,284 180,850 45,424,134 3.0 103.7

89,497,828 6.3 87,773,144 46,360,000 134,133,144 9.0 149.9

9,535,560 0.7 11,258,972 11,258,972 0.8 118.1

2,397,844 0.2 1,726,471 1,726,471 0.1 72.0

478,509,439 33.7 497,369,847 10,750,813 508,120,660 33.9 106.2

883,051,075 62.2 910,888,971 62,044,293 972,933,264 65.0 110.2

210,868,274 14.9 223,555,103 632,683 224,187,786 15.0 106.3

135,188,540 9.5 145,996,180 632,683 146,628,863 9.8 108.5

 公  共 118,905,915 8.4 132,987,523 3,107 132,990,630 8.9 111.8

 そ の 他 16,282,625 1.1 13,008,657 629,576 13,638,233 0.9 83.8

        単 独 事 業 45,068,056 3.2 44,565,281 44,565,281 3.0 98.9

 公  共 11,336,940 0.8 11,493,835 11,493,835 0.8 101.4

 そ の 他 33,731,116 2.4 33,071,446 33,071,446 2.2 98.0

6,974,046 0.5 7,116,667 7,116,667 0.5 102.0

23,637,632 1.7 25,876,975 25,876,975 1.7 109.5

84,763,604 6.0 68,997,853 17,086,047 86,083,900 5.7 101.6

80,235,379 5.7 62,010,016 17,086,047 79,096,063 5.3 98.6

3,069,730 0.2 4,985,851 4,985,851 0.3 162.4

230,375 0.0 130,000 130,000 0.0 56.4

1,228,120 0.1 1,871,986 1,871,986 0.1 152.4

295,631,878 20.8 292,552,956 17,718,730 310,271,686 20.7 105.0

239,445,323 16.9 212,988,831 212,988,831 14.2 89.0

961,083 0.1 1,130,433 1,130,433 0.1 117.6

700,000 0.0 600,000 600,000 0.0 85.7

1,419,789,359 100.0 1,418,161,191 79,763,023 1,497,924,214 100.0 105.5

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

14  予  備  費

国直轄事業

補 助 事 業

受 託 事 業

単 独 事 業

11  失業対策事業費

 小 計（9～11）

12  公  債  費

13  繰  出  金

歳  出  合  計

 7  出  資  金

 8  補  助  費  等

 小 計 （1～8）

 9  普通建設事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

令和元年度 令  和　　２　　年  度

 6  積  立  金

 1  人  件  費

 2  物  件  費

 3  維 持 補 修 費

 4  扶  助  費

 5  貸  付  金

令 和 ２ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ＋ 特 別 会 計 ・ 純 計 ） 

項  目

10  災害復旧事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

受 託 事 業

国直轄事業
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（単位:千円,％）

当初予算額 構成比 現計予算額 ５月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ

県 税 291,000,000 19.8 293,200,000 293,200,000 18.9 100.8

地 方 消 費 税

清 算 金 88,033,000 6.0 102,845,000 102,845,000 6.6 116.8

地 方 譲 与 税 39,206,000 2.7 39,556,000 39,556,000 2.6 100.9

地方特例交付金 2,564,000 0.2 1,261,000 1,261,000 0.1 49.2

地 方 交 付 税 207,400,000 14.1 212,600,000 212,600,000 13.7 102.5

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金 435,000 0.0 395,000 395,000 0.0 90.8

分 担 金 及 び

負 担 金 70,669,777 4.8 69,996,641 7,216 70,003,857 4.5 99.1

使 用 料 及 び

手 数 料 31,341,839 2.1 28,767,774 28,767,774 1.9 91.8

国 庫 支 出 金 259,141,598 17.6 246,666,934 28,751,211 275,418,145 17.8 106.3

財 産 収 入 2,132,994 0.1 2,093,941 2,093,941 0.1 98.2

寄 附 金 17,500 0.0 10,000 10,000 0.0 57.1

繰 入 金 94,165,443 6.4 102,697,536 3,587,985 106,285,521 6.9 112.9

繰 越 金 501,756 0.0 549,430 549,430 0.0 109.5

諸 収 入 183,258,058 12.5 184,956,077 46,878,311 231,834,388 15.0 126.5

県 債 195,278,500 13.3 175,385,800 538,300 175,924,100 11.4 90.1

内部留保資金等

（ 企 業 会 計 ） 6,451,599 0.4 8,081,793 8,081,793 0.5 125.3

歳 入 合 計 1,471,597,064 100.0 1,469,062,926 79,763,023 1,548,825,949 100.0 105.2

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項  目

令和元年度 令  和　　２　　年  度

令 和 ２ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 総　会　計 ･ 純　計 ） 
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（単位:千円,％）

当初予算額 構成比 現計予算額 ５月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ

214,986,759 14.8 219,393,495 5,281 219,398,776 14.3 102.1

46,327,666 3.2 47,699,065 4,747,349 52,446,414 3.4 113.2

7,566,094 0.5 10,123,699 10,123,699 0.7 133.8

43,813,134 3.0 45,243,284 180,850 45,424,134 3.0 103.7

90,707,828 6.2 89,074,144 46,360,000 135,434,144 8.8 149.3

9,535,560 0.7 11,258,972 11,258,972 0.7 118.1

2,397,844 0.2 1,726,471 1,726,471 0.1 72.0

481,436,575 33.1 500,968,828 10,750,813 511,719,641 33.4 106.3

896,771,460 61.7 925,487,958 62,044,293 987,532,251 64.5 110.1

221,419,535 15.2 233,657,003 632,683 234,289,686 15.3 105.8

137,676,793 9.5 149,196,050 632,683 149,828,733 9.8 108.8

 公  共 118,905,915 8.2 132,987,523 3,107 132,990,630 8.7 111.8

 そ の 他 18,770,878 1.3 16,208,527 629,576 16,838,103 1.1 89.7

        単 独 事 業 52,643,899 3.6 51,320,448 51,320,448 3.4 97.5

 公  共 11,336,940 0.8 11,493,835 11,493,835 0.8 101.4

 そ の 他 41,306,959 2.8 39,826,613 39,826,613 2.6 96.4

7,461,211 0.5 7,263,530 7,263,530 0.5 97.4

23,637,632 1.6 25,876,975 25,876,975 1.7 109.5

85,068,104 5.8 69,505,353 17,086,047 86,591,400 5.7 101.8

80,235,379 5.5 62,010,016 17,086,047 79,096,063 5.2 98.6

3,374,230 0.2 5,493,351 5,493,351 0.4 162.8

230,375 0.0 130,000 130,000 0.0 56.4

1,228,120 0.1 1,871,986 1,871,986 0.1 152.4

306,487,639 21.1 303,162,356 17,718,730 320,881,086 20.9 104.7

249,588,407 17.2 221,736,115 221,736,115 14.5 88.8

961,083 0.1 1,130,433 1,130,433 0.1 117.6

711,796 0.0 612,100 612,100 0.0 86.0

1,454,520,385 100.0 1,452,128,962 79,763,023 1,531,891,985 100.0 105.3

17,076,679 16,933,964 16,933,964 99.2

1,471,597,064 1,469,062,926 79,763,023 1,548,825,949 105.2

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

 7  出  資  金

 8  補  助  費  等

令和元年度 令  和　　２　　年  度

 小 計 （1～8）

 9  普通建設事業費

補 助 事 業

項  目

 1  人  件  費

 2  物  件  費

 3  維 持 補 修 費

 4  扶  助  費

 5  貸  付  金

 6  積  立  金

補 助 事 業

単 独 事 業

歳  出  合  計

 14  予  備  費

 15  減価償却費  等

令 和 ２ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 総　会　計 ・ 純　計 ） 

受 託 事 業

国直轄事業

10  災害復旧事業費

総  計

単 独 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

補 助 事 業

単 独 事 業

11  失業対策事業費

 小 計（9～11）

 12  公  債  費

 13  繰  出  金
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（単位:千円,％）

区

当初予算額 構成比 現計予算額 ５月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

分 Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ

議 会 費 1,676,895 0.2 1,697,943 1,697,943 0.1 101.3

総 務 費 45,167,939 4.1 43,984,194 9,882 43,994,076 3.6 97.4

一 民 生 費 141,771,432 12.8 138,495,022 1,525,267 140,020,289 11.5 98.8

衛 生 費 32,415,335 2.9 31,881,100 6,227,459 38,108,559 3.1 117.6

労 働 費 3,492,832 0.3 3,316,373 408,600 3,724,973 0.3 106.6

般 農 林 水 産 業 費 71,805,115 6.5 81,456,201 1,376,304 82,832,505 6.8 115.4

商 工 費 127,542,057 11.5 130,438,217 52,668,900 183,107,117 15.1 143.6

土 木 費 132,455,976 11.9 143,493,131 143,493,131 11.8 108.3

会 警 察 費 51,945,091 4.7 53,328,331 53,328,331 4.4 102.7

教 育 費 181,613,346 16.4 191,582,554 460,564 192,043,118 15.8 105.7

災 害 復 旧 費 84,763,604 7.6 68,912,381 17,086,047 85,998,428 7.1 101.5

計 公 債 費 112,399,918 10.1 109,598,159 109,598,159 9.0 97.5

諸 支 出 金 122,521,100 11.0 134,781,200 134,781,200 11.1 110.0

予 備 費 700,000 0.1 600,000 600,000 0.0 85.7

計 1,110,270,640 100.0 1,133,564,806 79,763,023 1,213,327,829 100.0 109.3

そ 特 別 会 計 433,619,509 404,944,774 404,944,774 93.4

の 準公営企業会計 4,046,645 3,919,203 3,919,203 96.9

他 公 営 企 業 会 計 47,761,060 46,982,532 46,982,532 98.4

1,595,697,854 1,589,411,315 79,763,023 1,669,174,338 104.6

1,471,597,064 1,469,062,926 79,763,023 1,548,825,949 105.2

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

令 和 元 年 度 令   和　　２　　年   度

令 和 ２ 年 度　歳 出 款 別 一 覧 表

款 別

合 計

純 計

- 12 -



（単位:千円,％）

区

当初予算額 構成比 現計予算額 ５月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

分 Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ

総 務 部 172,525,338 15.5 187,772,126 80,455 187,852,581 15.5 108.9

震災復興･企画部 8,269,924 0.7 9,495,367 9,495,367 0.8 114.8

環 境 生 活 部 12,799,298 1.2 11,097,088 1,500 11,098,588 0.9 86.7

保 健 福 祉 部 166,510,033 15.0 163,016,120 7,752,726 170,768,846 14.1 102.6

経済商工観光部 130,669,336 11.8 133,433,353 53,018,380 186,451,733 15.4 142.7

農 政 部 48,889,440 4.4 53,303,415 18,216,351 71,519,766 5.9 146.3

水 産 林 政 部 34,032,960 3.1 44,119,235 306,000 44,425,235 3.7 130.5

土 木 部 203,538,046 18.3 192,235,658 192,235,658 15.8 94.4

議会・出納・各種委 3,406,832 0.3 3,474,947 3,474,947 0.3 102.0

警 察 本 部 52,697,197 4.7 56,402,091 56,402,091 4.6 107.0

教 育 庁 163,832,318 14.8 169,017,247 387,611 169,404,858 14.0 103.4

公 債 費 112,399,918 10.1 109,598,159 109,598,159 9.0 97.5

予 備 費 700,000 0.1 600,000 600,000 0.0 85.7

計 1,110,270,640 100.0 1,133,564,806 79,763,023 1,213,327,829 100.0 109.3

そ 特 別 会 計 433,619,509 404,944,774 404,944,774 93.4

の 準公営企業会計 4,046,645 3,919,203 3,919,203 96.9

他 公 営 企 業 会 計 47,761,060 46,982,532 46,982,532 98.4

1,595,697,854 1,589,411,315 79,763,023 1,669,174,338 104.6

1,471,597,064 1,469,062,926 79,763,023 1,548,825,949 105.2

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

合 計

純 計

一

般

会

計

令 和 元 年 度 令   和　　２　　年   度

令 和 ２ 年 度　歳 出 部 局 別 一 覧 表

部　　局　　別
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1　新型コロナウイルス感染症対策

（１）感染拡大防止策と医療提供体制の整備

新規 担当部局
５月補正
(千円)

備　　　　考

新 経済商工観光部 5,800,000 市町村が支給した協力金への助成

新 環境生活部ほか 21,600

環境生活部 1,500 消費生活センターにおける消費者相談体制の強化

保健福祉部 20,100 衛生資材の購入等（県庁舎等）

新 保健福祉部 292,500

保健福祉部 56,500 衛生資材の購入等（介護施設等）

保健福祉部 58,000 衛生資材の購入等（認可外保育施設等）

保健福祉部 178,000 衛生資材の購入等（障害者福祉施設）

新 教育庁 91,953

総務部 72,953 私立幼稚園等の衛生資材購入費への助成

新 教育庁 19,000 公立幼稚園等の衛生資材購入費への助成

県立学校感染症対策費 新 教育庁 115,291 衛生資材の購入等

新 教育庁 4,664 衛生資材の購入

新 教育庁 3,007 衛生資材の購入

新 教育庁 3,007 衛生資材の購入

新 教育庁 914 衛生資材の購入

保健福祉部 2,256 感染症対策委員会の開催等

保健福祉部 500,000 健康電話相談窓口の運営

新 経済商工観光部 880 健康電話相談窓口の多言語対応

新 保健福祉部 12,675 保健所による疫学調査等

新 保健福祉部 1,177,017 ドライブスルー形式等ＰＣＲ検査体制の構築等

新 保健福祉部 1,975,706 診療支援のための防護具の配布等

新 保健福祉部 53,149 宮城県調整本部の体制整備等

新 保健福祉部 600,252 入院医療機関の設備整備への助成等

美術館感染症対策費

児童福祉施設感染症対策費

障害福祉施設感染症対策費

新型コロナウイルス感染症拡大防止
協力金

多言語コールセンター運営費

検査体制の強化と感染の早期発見

医療提供体制の強化

幼稚園感染症対策費

令和２年度５月補正予算（第１号）案の主要項目

事業等の名称

県庁舎等感染症対策費

消費生活相談費

庁舎管理費

社会福祉施設等感染症対策費

新型インフルエンザ等対策特別措置法
に基づく休業要請等への対応

マスク・消毒液等の確保など感染防止
対策

介護施設等感染症対策費

県有体育施設等感染症対策費

図書館感染症対策費

患者入院体制確保費

東北歴史博物館感染症対策費

検査体制構築費

患者搬送調整費

私立学校緊急環境整備支援費

教育支援体制整備費

コールセンター運営費

帰国者・接触者相談センター費

医療機関資機材確保費

感染症発生動向調査費
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新規 担当部局
５月補正
(千円)

備　　　　考

保健福祉部 891,832 病床の確保

新 保健福祉部 1,006,572 軽症患者等の療養体制の整備

保健福祉部 2,000 民間宿泊施設で療養する軽症者等への相談支援

新 保健福祉部 51,750

新 保健福祉部 15,000 通所介護事業所の安否確認等への助成

新 保健福祉部 20,750 通所サービス事業所の安否確認等への助成

新 保健福祉部 16,000 在宅障害児者の安否確認への助成

新 保健福祉部 9,000 介護職員等の応援派遣への助成

保健福祉部 259,200 介護施設等における簡易陰圧装置設置への助成

新 保健福祉部 10,000 遠隔手話通訳サービスシステム構築費等

保健福祉部 23,750 放課後等デイサービスの利用者負担への助成等

新 総務部 7,502 新聞紙面広報等による情報発信

新 教育庁 20,000 テレビ放送等を活用した家庭学習支援

教育庁 22,577 臨時休業に伴う給食中止に係る経費への助成

新 教育庁 3,727 臨時休業に伴う修学旅行等中止に係る経費への助成

教育庁 73,600 感染リスク低減のための増便

（２）雇用の維持と事業の継続

新規 担当部局
５月補正
(千円)

備　　　　考

新 経済商工観光部 2,000 内定取消・解雇された若年者等の就職支援

新 経済商工観光部 105,000 雇用維持のため休業等を実施した事業主への助成

新 経済商工観光部 3,600 オンライン会議システムを活用した合同企業説明会の開催

経済商工観光部 46,000,000 融資枠1,200億円

[584,000]

経済商工観光部 312,000 中小企業経営安定資金等貸付に伴う利子補給

[4,089,000]

家庭学習支援費

雇用維持対策費

再就職に向けた若者緊急応援費

事業等の名称

情報発信の充実

新型コロナウイルス感染症対策関連
広報費

［債務負担行為］

被災中小企業者対策資金利子補給

福祉サービス提供体制の確保

学校の臨時休業及び学校再開を円滑に
進めるための環境整備

雇用の維持

資金繰り対策

事業等の名称

中小企業経営安定資金等貸付金

遠隔手話サービス体制構築費

精神保健福祉センター費

介護基盤整備等支援費

療養場所確保費

社会福祉施設等介護職員等確保支援
費

障害福祉サービス確保支援費

在宅障害者等安否確認等支援費

医療提供体制整備費

県立学校臨時休業対策学校給食支援
費

若年者等就職支援費

［債務負担行為］

特別支援学校スクールバス運行費

障害児入所給付費

県立学校臨時休業対策修学旅行等支
援費

福祉サービス確保支援費

通所介護事業者等サービス継続支
援費
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新規 担当部局
５月補正
(千円)

備　　　　考

新 経済商工観光部 349,000

新 経済商工観光部 135,000 商店街等の集客回復・感染防止対策への助成

新 経済商工観光部 214,000 中小企業等の集客回復・感染防止対策への助成

経済商工観光部 6,100 経営に関する課題解決への支援

経済商工観光部 12,500 中小企業等の事業承継支援への助成

農政部 60,000 東京アンテナショップ運営法人への支援

農政部 70,197 即戦力となる人材育成のための研修用機械・設備の導入

新 農政部 2,000 花きＰＲ経費への負担金

新 農政部 605,000 学校給食への県産牛肉の提供への助成

新 水産林政部 276,000 学校給食への県産水産物の提供への助成

新 水産林政部 30,000 県産材の流通回復への助成

保健福祉部 658,000 低所得世帯に対する貸付原資の助成

保健福祉部 7,600 生活困窮者の自立支援

新 経済商工観光部 300,000 勤労者向け生活資金の融資制度

（３）次の段階としての官民を挙げた経済活動の回復

新規 担当部局
５月補正
(千円)

備　　　　考

新 経済商工観光部 19,000 クラウドファンディングによる資金調達への助成

（４）強靱な経済構造の構築

新規 担当部局
５月補正
(千円)

備　　　　考

新 経済商工観光部 100,000 海外の生産拠点を県内へ移転等する企業への助成

新 農政部 390,000 農産物処理加工施設等への助成

新 保健福祉部 28,000 障害福祉サービス事業所等におけるＩＣＴ等導入への助成

新 保健福祉部 5,000 就労移行支援事業所等におけるテレワーク導入への助成

新 保健福祉部 1,500 発達障害児者支援におけるＩＣＴ導入への助成

新 経済商工観光部 8,300 中小ＩＴ企業におけるテレワーク導入への助成

新 教育庁 121,824 県立学校における遠隔教育の支援体制整備

農林水産物・食品の輸出力の維持・強
化及び国内供給力の強化支援

サプライチェーン改革

県産水産物学校給食提供支援費

生活福祉資金貸付費

リモート化等によるデジタル・トラン
スフォーメーションの加速

事業等の名称

就労移行支援事業所等テレワーク導
入支援費

発達障害児者総合支援費

ＩＣＴ・ロボット等導入支援費

県産花き活用拡大費

県産牛肉学校給食提供支援費

首都圏県産品販売等拠点運営費

中小企業相談助言費

事業承継支援費

遠隔教育支援体制整備費

中小企業等再起支援費

商店街等集客回復・感染防止対策支
援費

国産農産物供給力強靱化対策費

中小ＩＴ企業テレワーク導入支援費

県産材流通緊急支援費

事業継続に困っている中小・小規模事
業者等への支援

生活に困っている人々への支援

地域経済の活性化など観光業等に対す
る支援

サプライチェーン構築支援費

事業等の名称

事業等の名称

宿泊事業者クラウドファンディング
活用促進費

生活応援緊急資金預託金

農業大学校教育費

生活困窮者自立支援費

商店街スタンドアップ支援費
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２　令和元年東日本台風関連

新規 担当部局
５月補正
(千円)

備　　　　考

保健福祉部 164,867 保育所の復旧への助成

農政部 17,089,154 農地及び農業用施設の復旧等

保育施設等復旧支援費

農地等災害復旧費

事業等の名称
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第３７２回宮城県議会（臨時会）提出予定議案一覧

Ⅰ 予算議案（１件） 

（１） 議第 104 号議案 宮 城 県 一 般 会 計 補 正 予 算                     令和２年度  

- 19 -



Ⅱ 予算外議案（２件） 

１ 条例外議案（２件） 

（１） 議第 105 号議案

（２） 議第 106 号議案

専決処分の承認を求めることについて（宮城県県税条例

等の一部を改正する条例） 

○主な内容

１ 法人県民税及び法人事業税

企業版ふるさと納税の拡充及び期間の延長 

２ 法人事業税 

  電気供給業に係る法人事業税の課税方式の見直し 

３ ゴルフ場利用税 

非課税措置の拡充 

 

 

専決処分の承認を求めることについて（令和元年度宮城

県一般会計補正予算） 

歳入  県 税       630,000千円 

地方譲与税ああ    △50,000千円 

地方特例交付金ああ                                                           △150,104千円 

地方交付税あ                            △9,516,075千円 

交通安全対策特別交付金ああ    △12,973千円 

分担金及び負担金ああ    △23,142千円 

国庫支出金あ               △31,473,541千円 

繰 入 金あ                                 8,024,067千円 

諸 収 入ああ                                                                                58,446千円 

県 債●●    △4,931,600千円 

あ 合 計 ああ    △37,444,922千円

歳出  総 務 費   778,444千円 

民 生 費あ    △1,480,000千円

衛 生 費   0千円 

農林水産業費あ    △890,827千円

商 工 費あ    △2,041,008千円

土 木 費あ    △1,345,852千円

警 察 費ああ △70,000千円

教 育 費   0千円 

災害復旧費あ    △31,919,679千円

予 備 費     △476,000千円

あ 合 計 ああ                         △37,444,922千円 

も県税等の変更に係る令和元年度宮城県一般会計補正予算につ 

いて，令和２年３月３１日専決処分したので，その承認を求め 

ようとするもの 

もも所管も財政課 

地方税法の改正に伴う所要の改正について，令和２年３月３１ 

日専決処分したので，その承認を求めようとするもの 

所管 税務課 

- 20 -



Ⅲ 報告（６件） 

（１） 報告第 46 号

（２） 報告第 47 号

専決処分の報告について（湊川等護岸等災害復旧工事の 

請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 1,933,013,160円 → 1,980,274,660円 

 あ 契約の相手方 株式会社アルファー建設 

○議 決 日あ平成２８年３月１５日あ議第１６０号議案

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第２０１号

○二回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２７１号

○三回目変更あ平成２９年１１月２４日提出あ報告第２２９号

○四回目変更 平成３０年２月２３日提出 報告第８６号

○五回目変更 令和元年１１月２６日提出 報告第１２６号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ令和２年３月１８日

専決処分の報告について（水門・陸閘
こう

（港湾）遠隔監視 

制御設備工事の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ1,432,080,000円 → 1,404,487,080円 

 あ 契約の相手方 あ 富士通株式会社 

○議 決 日あ平成３０年６月１９日あ議第１７４号議案

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更

○専決処分日あ令和２年３月１９日
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（３） 報告第 48 号

（４） 報告第 49 号

専決処分の報告について（水門・陸閘
こう

（港湾）遠隔監視 

制御設備工事（その２）の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 810,000,000円 → 890,954,500円 

 あ 契約の相手方 あ 富士通株式会社 

○議 決 日あ平成３０年１１月２７日あ議第２６７号議案

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更

○専決処分日あ令和２年３月１９日

専決処分の報告について（和解及び損害賠償の額の決定） 

○事故の状況

１ 件   数 ●４件

２ 発   生 ● 令和元年１０月～令和２年１月

３ 損 害 原 因 ● 県管理道路の損傷による事故等

４ 損害賠償額 ● 348,074円
５ 専決処分日 ● 令和２年４月９日～令和２年４月１０日

も和解及び損害賠償の額の決定について，それぞれ専決処分し 

たので報告するもの 
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（５） 報告第 50 号

Aaaa 
aaaaa 

（６） 報告第 51 号

専決処分の報告について（県営住宅の明渡請求等に係る 

訴えの提起） 

○家賃滞納者 １名

○訴え提起の日 令和２年３月３０日

専決処分の報告について（交通事故に係る和解及び損害 

賠償の額の決定） 

交通事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について，それ 

ぞれ専決処分したので報告するもの 

○事故の状況

１ 件   数 ●７件

２ 発   生 ● 令和元年１０月～令和２年１月

３ 損 害 内 容 ● 人身事故，車両事故

４ 損害賠償額 ● 3,187,791円

５ 専決処分日 ● 令和２年３月２４日～令和２年４月１５日

 長期にわたる県営住宅の家賃滞納者に対し住宅の明渡し及び 

滞納家賃等の支払いを求める訴えを提起することについて，そ 

れぞれ専決処分したので報告するもの 
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